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本報告書は、原⼦⼒規制委員会 原⼦⼒規制庁の令和 3 年度原⼦⼒施設等防災対策等委
託費（放射線監視結果収集）事業における委託業務として、公益財団法⼈⽇本分析センタ
ーが実施した調査結果を取りまとめたものです。
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１． 委託業務題⽬ 
令和 3 年度原⼦⼒施設等防災対策等委託費（放射線監視結果収集）事業 

 
２． 委託業務の⽬的 

全国における原⼦⼒関係施設等からの放射線の影響の有無を把握することを⽬的とし、
放射線監視等交付⾦交付対象の地⽅公共団体による放射線監視結果等から得られた環境放
射線データを収集し、原⼦⼒規制庁が公表する「環境放射線データベース」として公表す
ることを前提に、データベースとして利⽤可能な加⼯及び管理を⾏うとともに、モニタリ
ングポストデータオンライン収集システム及びデータベース等管理のためのシステムの運
⽤・管理を⾏う。 
 

３． 実施期間 
令和 3 年 4 ⽉ 1 ⽇〜令和 4 年 3 ⽉ 31 ⽇ 
 

４． 実施内容 
（１） 放射線監視結果等の収集管理 

①環境放射線データの収集 
収集した放射線監視結果等は以下のとおりである。 
・放射線監視結果報告書（令和 2 年度）（作成者：24 道府県） 
・海洋放射能調査結果報告書（令和 2 年度）（作成者：原⼦⼒規制庁） 
・環境放射能⽔準調査における計測データ（令和 2 年度及び令和 3 年度の⼀部） 

（作成者：原⼦⼒規制庁） 
・環境放射能⽔準調査におけるモニタリングポストによる空間線量率 
 
収集した放射線監視結果等の発⾏者、報告書等の名称、発⾏年⽉、収集年⽉及び公開年

⽉の⼀覧を表 1 に⽰す。 
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②⼊⼒、図表の作成及び管理
収集した報告書等に記載されているデータから⼊⼒対象となるデータを抽出して試料

名や測定核種等の項⽬ごとに分類・整理し、分析⽅法や測定⽅法等の付帯情報を付加した
上で「環境放射線データベース」に⼊⼒した。令和 3 年度にデータ⼊⼒を⾏った件数を表
2 に⽰す。また、環境放射線データベースにおける収録データ数の推移を図 1 に、環境放
射線データベースの⼊⼒作業⼯程を図 2 に、⼊⼒作業⼯程の詳細を表 3 に⽰す。

表 2  令和 3 年度にデータ⼊⼒を⾏った件数
名称 試料採取年度 件数

放射線監視結果報告書 令和元年度 88 件

令和 2 年度 70,815 件

海洋放射能調査結果報告書 令和元年度 56 件

令和 2 年度 8,650 件

環境放射能⽔準調査における計測データ 令和元年度 450 件

令和 2 年度 18,812 件

令和 3 年度 1,600 件

環境放射能⽔準調査におけるモニタリングポスト
による空間線量率

令和 2 年度 9,075 件

令和 3 年度 97,767 件
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図 1  環境放射線データベースにおける収録データ数の推移
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表 3  環境放射線データベースの⼊⼒作業⼯程（詳細） 
No. ⼊⼒作業⼯程 説明 
① 報告書受付/検査 報告書の発⾏元となる⾃治体等から報告書（冊⼦または PDF）を

⼊⼿し、受付を⾏う。受付した報告書内の試料採取⽇、測定年⽉
⽇、測定単位、試料採取地点等について検査を⾏う。この検査に
おいて、以下のような疑義が⽣じる可能性があるため、確認を⾏
う。 
・試料採取⽇や測定年⽉⽇の誤り、不整合 
・測定単位の誤り 
・⼊⼿漏れ(複数の報告書がある場合など) 
・試料採取地点の住所の誤り(市町村合併等の反映漏れ等) 
・住所と緯度経度の不整合 

② 報告書発⾏元 
問合せ 

疑義が⾒られたデータについて報告書の発⾏元に問合せを⾏う。
必要に応じて報告書の差替えを⾏い、正しい結果を⼊⼿する。 

③ データ作成 報告書の受付/検査が完了した報告書から⼊⼒対象となるデータ
を抽出し、データベースへ登録するためのデータを作成する。 

④ DB 登録 作成したデータを使い、データベースへデータを登録する。 
⑤ データ標準化 

（⾃動実⾏） 
DB 登録したデータは、データを標準化するためのプログラムに
より、試料採取⽇、測定年⽉⽇及び測定単位等を確認する。確認
する内容は以下のとおり。 
・試料採取⽇や測定年⽉⽇の誤り、不整合 
・試料採取地点の住所の誤り（市町村合併等の反映漏れ等） 
・測定単位の誤り 
・単位換算の誤り 
・住所と緯度経度の不整合 
・閾値チェック 

⑥ データ確認/修正 データ標準化できなかったデータについて確認、修正を⾏う。 
⑦ 報告書発⾏元 

問合せ 
データ標準化の後、疑義が⾒られたデータについては報告書の発
⾏元に問合せを⾏う。必要に応じて報告書の差替えを⾏い、正し
い結果を⼊⼿する。 

⑧ データ修正 
（付帯情報追加） 

これまでに⼊⼒した試料採取地点、試料名及び結果等とあわせて、
分析⽅法や計測機器類等の付帯情報の⼊⼒を⾏う。 

⑨ 確認⽤資料作成 
及び 
データ帳票出⼒ 

確認⽤資料を作成し、データ帳票として出⼒する。出⼒したデー
タ帳票と報告書原本とを照合し、DB 登録されたデータの最終確
認を⾏う。誤りが発⾒された場合には正しいデータへ修正し、デ
ータ帳票を再出⼒して適切に修正されていることを確認する。 
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⑩ 過去の変動幅を超
えたデータの抽出
とデータ確認

これまで⼊⼒、確認した各データについて、過去 5 年間程度の測
定結果と⽐較し、過去の変動幅の範囲を超える値の有無を調査す
る。併せて誤⼊⼒チェックを⾏い、桁誤りの有無についても確認
する。変動幅以上を⽰す値があった場合には、データの妥当性に
ついて検証を⾏うとともに、発注者に報告を⾏う。

⑪ 公開 ⼊⼒、確認が終了したデータをウェブサイトのデータベースにア
ップロードし、ウェブサイト上で公開する。

また、本年度中に環境放射線データベースに⼊⼒したデータについて、過去 5 年間の結
果の変動幅との⽐較を⾏い、分析結果の妥当性を検証した。⼊⼒データの妥当性検証に使
⽤したグラフの⼀例を図 3 に⽰す。また、変動幅を上回ったデータの⼀例を図 4 に、変動
幅を下回ったデータの⼀例を図 5 に、⼊⼒データにおける過去の変動幅との⽐較結果を別
紙に⽰す。

なお、妥当性検証が完了したデータについては、ウェブサイトにて公開を⾏った。放射
線監視結果等の報告書を収集し、環境放射線データベースへ⼊⼒してウェブサイトで公開
するまでの流れを図 6 に⽰す。
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（２） 学識経験者による委員会の実施 
環境放射能に関する学識経験者で構成される「環境放射線情報検討委員会」を令和 3 年

7 ⽉と令和 4 年 3 ⽉に開催し、本委託業務の実施内容等について審議した。委員名簿を表 
4 に⽰す。また、委員会に使⽤した資料を添付資料 1 及び添付資料 2 に⽰す。 

なお、今年度の委員会については、新型コロナウイルス感染拡⼤防⽌の観点から参加者
が⼀堂に会さない Web 会議の形式で開催することとした。 

 
表 4  令和 3 年度 環境放射線情報検討委員会 委員名簿                    （敬称略） 

委員名 所属 役職名 

⼩佐古 敏荘 東京⼤学 名誉教授 

安藤 ⿇⾥⼦ 国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構 
原⼦⼒基礎⼯学研究センター環境動態研究グループ 

研究主幹 

⿊澤 忠弘 国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所 
分析計測標準研究部⾨放射線標準研究グループ 

研究グループ⻑ 

古川 雅英 琉球⼤学 理学部 物質地球科学科 地学系 教授 

⼭内 昌博 愛媛県原⼦⼒センター 所⻑ 
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１）令和 3 年度第 1 回環境放射線情報検討委員会
■⽇時

令和 3 年 7 ⽉ 9 ⽇(⾦) 14:00〜15:15（Web 会議）
■出席者（敬称略）

委員⻑ ⼩佐古 敏荘 東京⼤学 名誉教授
委員 安藤 ⿇⾥⼦  国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構

原⼦⼒基礎⼯学研究センター
環境動態研究グループ 研究主幹

⿊澤 忠弘 国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所
分析計測標準研究部⾨ 放射線標準研究グループ
研究グループ⻑

古川 雅英 琉球⼤学 理学部物質地球科学科地学系 教授
⼭内 昌博 愛媛県原⼦⼒センター 所⻑

オブザーバ  原⼦⼒規制庁⻑官官房放射線防護グループ監視情報課放射線環境対策室
⽵本 亮、須藤 貴史

事務局 公益財団法⼈⽇本分析センター
川原⽥ 信市、⾦⼦ 健司、笹原 真由美、安川 敦⼠

■議題
・令和 3 年度放射線監視結果収集事業について
・ウェブサイトの英語化について
・その他

■配付資料
・令和 3 年度放射線監視結果収集事業について
・本年度の実施内容について
・ウェブサイトの英語化について
・委員名簿
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２）令和 3 年度第 2 回環境放射線情報検討委員会 
■⽇時 

令和 4 年 3 ⽉ 3 ⽇(⽊) 14:00〜15:20（Web 会議） 
■出席者（敬称略） 

           委員⻑      ⼩佐古 敏荘    東京⼤学 名誉教授 
           委員        安藤   ⿇⾥⼦  国⽴研究開発法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構 
                                      原⼦⼒基礎⼯学研究センター 
                                      環境動態研究グループ 研究主幹 
                       ⿊澤   忠弘    国⽴研究開発法⼈産業技術総合研究所 
                                      分析計測標準研究部⾨ 放射線標準研究グループ 
                                      研究グループ⻑ 
                       古川   雅英    琉球⼤学 理学部物質地球科学科地学系 教授 
                       ⼭内   昌博    愛媛県原⼦⼒センター 所⻑ 
           オブザーバ  原⼦⼒規制庁⻑官官房放射線防護グループ監視情報課放射線環境対策室 
                       ⽵本 亮、佐野 幸⼀、須藤 貴史 、鶴⽥ 莉久 
           事務局      公益財団法⼈⽇本分析センター 
                       川原⽥ 信市、磯⾙ 啓介、⾦⼦ 健司、笹原 真由美、有泉 あすか、 
                       安川 敦⼠ 

■議題 
・令和 3 年度第 1 回環境放射線情報検討委員会要旨について 
・令和 3 年度放射線監視結果収集事業について 
・ウェブサイトの英語化について 
・現⾏システムの不具合等に関する調査・改善提案等について 
・その他 

■配付資料 
・令和 3 年度第 1 回環境放射線情報検討委員会要旨 
・令和 3 年度放射線監視結果収集事業について 
・放射線監視結果等の収集管理 
・モニタリングポストデータオンライン収集システムの運⽤・管理 
・データベース管理等のために使⽤するシステムの運⽤・管理 
・ウェブサイトの英語化 
・現⾏システムの不具合等に関する調査・改善提案等 
・令和 3 年度委託業務成果報告書の概要 
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（３） モニタリングポストデータオンライン収集システムの運⽤・管理
①システムの運⽤管理

原⼦⼒規制庁は、環境放射能⽔準調査により各都道府県に設置されたモニタリングポ
ストにおける空間線量率の測定データ（10 分値）をオンラインで収集し、ウェブサイト
「放射線モニタリング情報共有・公表システム（https://www.erms.nsr.go.jp/nra-ramis-
webg/）」に公開するシステムを運⽤している。

原⼦⼒規制庁が運⽤している上記システムのうち、本事業では、各都道府県が環境放
射能⽔準調査により設置したサーバから閉域型 VPN を⽤いてモニタリングポストのリ
アルタイムの測定結果を収集し、原⼦⼒規制庁が管理するサーバへデータを送信するま
での「モニタリングポストデータオンライン収集システム」におけるハードウェア及び
ソフトウェアの運⽤管理を実施した。モニタリングポストデータオンライン収集システ
ムの構成を図 7 に⽰す。

図 7  モニタリングポストデータオンライン収集システムの構成
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②データ収集サーバ等の定期点検 
モニタリングポストデータオンライン収集システムのうち、⽇本分析センターに設置

している都道府県データ収集⽤サーバ、データ収集サーバ、データベースサーバ及び各
都道府県に設置しているネットワーク機器について、令和 3 年 5 ⽉、9 ⽉、11 ⽉及び令
和 4 年 2 ⽉の計 4 回、以下のとおり定期点検を実施した。 

・各都道府県のモニタリングポストの測定データを正常に収集していることを確認 
・各都道府県から収集したモニタリングポストの測定データを正常に原⼦⼒規制庁

が管理するサーバへ送信していることを確認 
・サーバ及びネットワーク機器のログ等を調査し、異常動作が発⽣していないことを

確認 
・適切に動作する状況を維持するため、サーバ内の不要ファイルを削除 
・ウイルス対策ソフトウェアを更新 

 
③都道府県のサポート 

モニタリングポストデータオンライン収集システムで収集しているデータやシステ
ムに関する都道府県担当者からの問合せに対し、電話やメールによるサポート対応を⾏
った。実施対象は 12 ⾃治体であり、実施回数はのべ 16 回であった。実施した⾃治体は
以下のとおりである。 

・⻘森県    ・宮城県    ・茨城県    ・愛知県    ・滋賀県 
・京都府    ・奈良県    ・⿃取県    ・⾹川県    ・福岡県 
・佐賀県    ・熊本県 

 
④モニタリングポスト測定データの⽋測対応 

モニタリングポストの測定データに⽋測が発⽣するなどの障害が発⽣した場合に、各
都道府県担当者と調整し、障害復旧サポートを⾏った。実施対象は 17 ⾃治体であり、実
施回数はのべ 28 回であった。実施した⾃治体は以下のとおりである。 

・福島県    ・群⾺県    ・埼⽟県    ・千葉県    ・東京都 
・福井県    ・⻑野県    ・岐⾩県    ・愛知県    ・三重県 
・滋賀県    ・奈良県    ・⿃取県    ・岡⼭県    ・⾹川県 
・⻑崎県    ・宮崎県 
 

⑤モニタリングポスト測定データの削除対応 
モニタリングポストの不具合等により原⼦⼒規制庁のウェブサイトにて参考値扱い

となった測定データ等について、データベースサーバから当該データを削除する対応を
⾏った。実施対象は 5 ⾃治体であり、実施回数はのべ 8 回であった。実施した⾃治体は
以下のとおりである。 

・⻘森県    ・神奈川県  ・岐⾩県    ・静岡県    ・⾹川県 
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⑥モニタリングポストの移設対応
各都道府県において、モニタリングポストの移設や測定地点の名称変更等が⾏われた

場合に、モニタリングポストデータオンライン収集システム上で必要な修正を実施した。
実施した⾃治体（実施時期）は以下のとおりである。

・茨城県（令和 4 年 3 ⽉） ・兵庫県（令和 3 年 4 ⽉）
・熊本県（令和 3 年 4 ⽉）

⑦環境放射線データベースとの連携
モニタリングポストデータオンライン収集システムにて収集したモニタリングポス

トの測定データ（10 分値）から、⼀⽇ごとの最⼤値、最⼩値及び平均値を計算し、その
結果を⽉ごとに環境放射線データベースへ⼊⼒した。

⑧モニタリングポスト測定データの監視
モニタリングポストデータオンライン収集システムにて、各都道府県から送信される

モニタリングポストの測定データの異常を検知しやすくするため、有効データ数、⽋測
データ数、最⼤値、最⼩値、平均値及び標準偏差を⾃動で集計する機能を使⽤し、定期
的にデータの確認を実施した。モニタリングポストの測定データを⾃動で集計する機能
の画⾯イメージを図 8 に⽰す。また、各都道府県から送信されるモニタリングポストの
測定データについて、⼀定期間（2 時間）、同⼀の測定データが継続した場合に、モニ
タリングポストデータオンライン収集システム上に警告を表⽰する機能を使⽤し、モニ
タリングポストの測定データの監視を⾏った。モニタリングポストの測定データを監視
する機能の画⾯イメージを図 9 に⽰す。

なお、令和 3 年 7 ⽉ 15 ⽇の測定データ監視作業において、広島県三次市のモニタリ
ングポストで線量率：0.0714μGy/h、計数率：189.1cps の測定データが継続して送信さ
れていることを確認したため、広島県担当者に連絡して状況を説明し、状況確認と対応
を依頼した。その際の画⾯イメージを図 10 に⽰す。
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図 8  モニタリングポスト測定データ集計機能の画⾯イメージ 

 

 
図 9  モニタリングポスト測定データ監視機能の画⾯イメージ 
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図 10  広島県三次市のモニタリングポスト測定データを実際に確認した時の画⾯イメージ
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⑨システムにおけるテレワーク環境整備 
モニタリングポストデータオンライン収集システムはオンプレミスで構成されてお

り、サーバ等機器は⽇本分析センターに設置している。サーバ等のメンテナンス作業や
データ補填作業等、システムに係る作業を実施する時には、実際に設置場所である⽇本
分析センターに赴いて作業を⾏う必要があった。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症が終息しない現状では、システムに係る作
業をテレワーク環境下で実現できる体制が必要となった。そのため、⾃宅等の会社以外
の場所からシステムにリモートで接続し、システムに係る作業を⾏える環境を新たに構
築した。モニタリングポストデータオンライン収集システムにおけるリモート環境の構
成図を図 11 に⽰す。 

 

 
図 11  モニタリングポストデータオンライン収集システムにおけるリモート環境の構成図 

 
⑩停電対応 

令和 3 年 9 ⽉、⽇本分析センターにおいて電気設備の年次定期点検があり、点検中は
構内全体が停電となるため、事前に発電機等を⽤意し、モニタリングポストデータオン
ライン収集システムを停⽌させることなく運⽤を継続する対応を実施した。モニタリン
グポストデータオンライン収集システムを発電機等で運⽤した時の様⼦を図 12 に⽰す。 
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図 12  モニタリングポストデータオンライン収集システムを発電機等で運⽤した時の様⼦

非常用発電機 
（インバータ式） 
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（４） データベース管理等のために使⽤するシステムの運⽤・管理 
①システムの運⽤管理 

環境放射線データベースにデータ⼊⼒を⾏うための「環境放射線データベース管理シ
ス テ ム 」 と ウ ェ ブ サ イ ト 「 ⽇ 本 の 環 境 放 射 能 と 放 射 線 （ http://www.kankyo-
hoshano.go.jp）」をインターネットで公開するための「データ公開⽤システム」につい
て、ハードウェア及びソフトウェアの運⽤管理を実施した。環境放射線データベース管
理システム及びデータ公開⽤システムのシステム構成図を図 13 に⽰す。 

 

 
図 13  システム構成図（データベース管理等のために使⽤するシステム） 
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②セキュリティパッチの導⼊ 
データベース管理等のために使⽤するシステムで使⽤しているソフトウェアについ

て、セキュリティ上の脆弱性が発⾒された際に提供される修正プログラム（セキュリテ
ィパッチ）の導⼊を、令和 3 年 5 ⽉、8 ⽉、11 ⽉及び令和 4 年 2 ⽉の計 4 回⾏った。導
⼊したセキュリティパッチの名称及び⽂書番号を表 5 に⽰す。 

 
表 5  導⼊したセキュリティパッチの名称と⽂書番号 

【Windows OS】 
名称 ⽂書番号 

x64 ベース システム⽤ Windows Server 2016 サービス スタック更新プロ
グラム (2021-04,2021-09) 

KB5001402 
KB5005698 

悪意のあるソフトウェアの削除ツール x64(v5.89,v5.92,v5.95,v5.98) KB890830 

Windows Server 2016 (x64版) ⽤ .NET Framework 4.8 の累積的な更新プロ
グラム(2021-05,2021-08,2021-11,2022-02) 

KB5001841 
KB5004752 
KB5007152 
KB5010460 

x64 ベース システム⽤ Windows Server 2016 の累積更新プログラム(2021-
05,2021-08,2021-11,2022-02) 

KB5003197 
KB5005043 
KB5007192 
KB5010359 

Microsoft Defender Antivirus のセキュリティ インテリジェンス更新プログ
ラム(バージョン:1.339.981.0,1.345.714.0,1.353.1173.0,1.359.274.0) 

KB2267602 

 
【Linux OS】 

名称 備考 
glib2.x86_64：2.56.1-9.el7_9  
bpftool.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
kernel.x86_64：3.10.0-1160.45.1.el7  
kernel-devel.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
kernel-3.10.0-1160.36.2.el7.x86_64  
kernel-headers.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
kernel-tools.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
kernel-tools-libs.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
httpd.x86_64：2.4.6-97.el7.centos.2  
httpd-devel.x86_64：2.4.6-97.el7.centos.2  
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httpd-tools.x86_64：2.4.6-97.el7.centos.2  
libsss_idmap.x86_64：1.16.5-10.el7_9.10  
libsss_nss_idmap.x86_64：1.16.5-10.el7_9.10  
libxml2.x86_64：2.9.1-6.el7_9.6  
libxml2-python.x86_64：2.9.1-6.el7_9.6  
nss.x86_64：3.67.0-3.el7_9  
nss-sysinit.x86_64：3.67.0-3.el7_9  
nss-tools.x86_64：3.67.0-3.el7_9  
python-perf.x86_64：3.10.0-1160.36.2.el7,3.10.0-1160.45.1.el7  
sssd-client.x86_64：1.16.5-10.el7_9.10  

 
【Oracle Database】 

名称 バージョン 

Db System patch 
19.11.0.0.210420 
19.12.0.0.210720 
19.13.0.0.211019 

Database patch 
12.2.0.1.210420 
12.2.0.1.210720 
12.2.0.1.211019 
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③セキュリティ診断 
データ公開⽤システムにおいて、不正アクセス等による障害発⽣を未然に防⽌するた

め、令和 3 年 6 ⽉にセキュリティ診断を以下のとおり実施した。 
 
１）プラットフォーム診断 

■概要 
データ公開⽤システムで使⽤しているサーバの OS やミドルウェアのセキュリテ

ィ上の脆弱性について、以下のとおり診断を実施した。診断イメージを図 14 に⽰
す。 

・アカウント設定やパスワード設定が適切に⾏われているかを確認。 
・サーバの設定が適切に⾏われているかを確認。 
・セキュリティパッチが適切に⾏われているかを確認。 
・ネットワーク機器等でアクセス制限等が適切に⾏われているかを確認。 

 
■診断結果 

脆弱性なし。 
 

 
図 14  セキュリティ診断イメージ（プラットフォーム診断） 
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２）Web アプリケーション診断 
■概要 

データ公開⽤システムで使⽤している Web アプリケーションのセキュリティ上
の脆弱性について、以下のとおり診断を実施した。診断イメージを図 15 に⽰す。 

・SQL インジェクション 
データベースを不正に操作される脆弱性があるかを確認。 

・クロスサイトスクリプティング 
サーバ応答時に不正なスクリプトが挿⼊される脆弱性があるかを確認。 

・OS コマンドインジェクション 
サーバを不正に操作される脆弱性があるかを確認。 

・セッション管理、認証 
セッション管理に問題がないかを確認。 

 
■診断結果 

脆弱性あり。 
 
■診断結果（詳細） 

「”（ダブルクォート）」、「’（シングルクォート）」または「&（アンパサンド）
等の特殊⽂字がエスケープ処理（ウェブサイトの HTML 上で特殊⽂字を期待通り
に表⽰するために施す処理）がされずにそのまま出⼒され、クロスサイトスクリプ
ティングが発⽣する可能性あり。 

 
■対応 

エスケープ処理が必要な個所を特定し、必要な修正を⾏った。 
 

 
図 15  セキュリティ診断イメージ（Web アプリケーション診断） 
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④システムの機能改修
環境放射線データベース管理システムについて、より確実でより効率的な⽅法でデー

タ⼊⼒を⾏うため、以下のとおり機能の追加、改修を⾏った。

１）閾値チェック機能の追加
データベースへデータを登録する際、そのデータが閾値の範囲内であるか確認する

機能を追加した。この機能を使い、登録したデータと同じ条件で抽出した過去 5 年間
のデータとを⽐較し、閾値の範囲内であるかの確認を⾏った。

２）誤⼊⼒チェック機能の追加
データベースへの登録作業を⾏ったデータについて、データ登録作業担当者による

誤⼊⼒の疑いのあるデータが存在するかどうかを確認する機能を追加した。この機能
を使い、作業担当者が登録したデータに桁違い等の誤りがないかの確認を⾏った。

３）変動幅確認機能の改修
データベースへの登録作業を⾏ったデータについて、登録したデータと同じ条件で

抽出した過去 5 年間のデータを上回っているか、または下回っているかを確認する機
能の改修を⾏った。この機能を使い、抽出したデータを基に判定結果を表したグラフ
を⾃動作成し、データリストを同時出⼒した上で確認作業を⾏った。

４）データチェックリストの様式変更（機能改修）
データチェックを⾏う時に使⽤する確認⽤のデータ帳票について、出⼒するデータ

のソート順を⾒直し、データ登録作業担当者が誤⼊⼒してしまった場合にデータチェ
ック担当者がそれをしっかりと⾒つけられるように様式の変更を実施した。
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⑤ウェブサイトの機能改修 
ウェブサイトのユーザインタフェース（以下「U/I」という。）について、以下のとお

り機能改修を⾏った。機能改修前後の U/I を図 16 及び図 17 に⽰す。 
 
１）内容 

環境放射線データベースにおける核種選択に係る U/I の改善 
 
２）理由 

改修前の U/I において、利⽤者は 130 以上ある核種の中から検索したい核種を選択
しなければならず、核種を選択するのに時間を要していた。 

 
３）詳細 

核種を検索するための検索ワード⼊⼒欄を設置し、利⽤者が検索したい核種の⼀部
の⽂字を⼊⼒することで、⽬的の核種を選択しやすくなるように改善した。 
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図 16  機能改修前の U/I 
 

 
図 17  機能改修後の U/I 
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⑥サーバ証明書の更新 
ウェブサイトで使⽤している SSL サーバ証明書の更新作業を実施した。更新作業を実

施した結果を確認することができる画⾯を図 18 に⽰す。 
 

 
図 18  SSL サーバ証明書を更新したことが確認できる画⾯ 
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⑦ウェブサイトのパンフレット作成
ウェブサイトを各都道府県担当者や研究者の⽅々にご活⽤いただくため、ウェブサイ

トの利活⽤に係る内容をまとめたパンフレットを作成し、関係者に配付した。作成した
パンフレットの⼀部を図 19 に、配付したパンフレットを添付資料 3 に⽰す。

図 19  作成したウェブサイトのパンフレットの⼀部
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⑧ウェブサイトのアクセスログ解析 
ウェブサイトのアクセス状況を確認するため、ウェブサイトのアクセスログ解析を⾏

った。詳細を以下に⽰す。 
なお、これらのアクセスログ解析結果を踏まえ、より使いやすくわかりやすい「環境

放射能と放射線に関する総合サイト」を⽬指し、今後のウェブサイト運営を⾏っていく
予定である。 

 
１）実施内容 
(ⅰ) 対象 

ウェブサイト「⽇本の環境放射能と放射線」 
（URL：https://www.kankyo-hoshano.go.jp） 

(ⅱ) 期間 
令和 3 年 3 ⽉ 1 ⽇〜令和 3 年 12 ⽉ 31 ⽇ 
（ウェブサイトの公開開始が令和 3 年 3 ⽉ 22 ⽇のため、この期間にて実施） 

(ⅲ) ⽅法 
Google Analytics を使⽤ 
※Google Analytics とは、Google 社が提供する無料のアクセス解析ツールである。

これを利⽤することで、ウェブサイトへのアクセス状況を様々な視点から分析す
ることが可能となる。 

(ⅳ) その他 
アクセスログ解析にあたって原⼦⼒関連の報道や地震情報等についても確認を⾏

い、アクセスの増減との因果関係などについても調査。 
・東京電⼒ホールディングス プレスリリース 

[2021 年] https://www.tepco.co.jp/press/release/2021/ 
・東京電⼒ホールディングス 報道関係者各位⼀⻫メール 

[2021 年] https://www.tepco.co.jp/press/mail/2021/ 
・東京電⼒ホールディングス 福島第⼆原⼦⼒発電所 プレスリリース 

[2021 年度] https://www.tepco.co.jp/nu/f2-np/press_f2/2021/index.html 
・地震情報 - Yahoo!天気・災害 - Yahoo! - Yahoo! JAPAN 

http://typhoon.yahoo.co.jp/weather/earthquake/ 
(ⅴ) ⽤語 

アクセスログ解析結果で使⽤する⽤語を表 6 に⽰す。 
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表 6  アクセスログ解析結果で使⽤する⽤語 
⽤語 説明 

訪問者数 期間内にサイトへ訪れたユーザの総数。 
A さんが期間中に本サイトに 5 回訪れた場合でも、訪問者数は 1 となる。 

セッション数 期間内にユーザが本サイトに訪れた総数。 
A さんが期間中に本サイトに 5 回訪れた場合、セッション数は 5 となる。 

ヒット数 ユーザが本サイトを閲覧した時のページの総数。 
A さんが本サイトを訪れ、5 ページ閲覧した場合はヒット数が 5 となる。 

直帰率 1 ページのみの閲覧でサイトを離れることを直帰と⾔う。 
全体のセッションに対して直帰したセッションの割合を直帰率と⾔う。 
ウェブサイトとしては 40〜60％の直帰率が平均となる。 

キーワード 検索エンジンで検索される際に⼊⼒された単語や⽂章のこと。 
表⽰回数 検索エンジンでキーワード検索された際、その検索結果に本サイトが表⽰

された回数。 
平均掲載順位 検索エンジンでキーワード検索された際、その検索結果で本サイトが何番

⽬に表⽰されたかの表す値。 
クリック数 検索結果で表⽰され、その後にクリックされた数。 
クリック率 検索結果で表⽰された回数に対して実際にクリックされた数の割合。 
SEO Search Engine Optimization（検索エンジン最適化）の略。 

検索エンジンで検索された際、検索結果ページに⽬的のサイトを上位表⽰
するための対策。 
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２）アクセスログ解析結果 
■ページ別ヒット数 

ページ別ヒット数について、⼀般的なウェブサイトの傾向と同じように「トップ
ページ」のヒット数が最も多くなっている。また、「環境放射線データベース」に
おけるデータ検索や「放射能測定法シリーズ」における資料閲覧のページにアクセ
スが多い傾向が⾒られた。ページ別ヒット数を表 7 に⽰す。 

 
表 7  ページ別ヒット数 
順位 ページ概要 ヒット数 

1 トップページ 12,972 

2 環境放射線データベース 9,977 

3 環境放射線データベース検索結果 8,271 

4 放射能測定法シリーズ 5,125 

5 放射能って？放射線って？ 3,732 

6 原⼦⼒艦放射能調査 2,315 

7 全国の放射能濃度 2,305 

8 ⾝の回りの放射線 1,834 

9 現在地周辺の放射線 1,802 

10 預託実効線量とは 1,543 
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■ページ別訪問者数
ページ別訪問者数についても、ページ別ヒット数と同様の傾向が⾒られ、「トッ

プページ」の訪問者数が最も多く、「放射能測定法シリーズ」における資料閲覧の
ページや「環境放射線データベース」におけるデータ検索のページにアクセスが多
い傾向があった。ページ別ヒット数を表 8 に⽰す。

表 8  ページ別訪問者数
順位 ページ概要 訪問者数

1 トップページ 4,328

2 放射能測定法シリーズ 2,927

3 環境放射線データベース 2,850

4 放射能って？放射線って？ 2,779

5 全国の放射能濃度 1,600

6 ⾝の回りの放射線 1,263

7 預託実効線量とは 1,240

8 環境放射線データベース検索結果 1,147

9 現在地周辺の放射線 1,076

10 （旧）環境放射能と放射線 677
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■⽉別ヒット数 
⽉別ヒット数を表 9 に⽰す。また、⽉別ヒット数の推移を表したグラフを図 20

に⽰す。 
 
表 9  ⽉別ヒット数 

3 ⽉ 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 

5,085 7,729 8,363 11,093 6,805 8,543 8,164 6,661 9,387 9,297 

 

 
図 20  ⽉別ヒット数の推移を表したグラフ 

 
■⽉別訪問者数 

⽉別訪問者数を表 10 に⽰す。また、⽉別訪問者数の推移を表したグラフを図 21
に⽰す。 

 
表 10  ⽉別訪問者数 

3 ⽉ 4 ⽉ 5 ⽉ 6 ⽉ 7 ⽉ 8 ⽉ 9 ⽉ 10 ⽉ 11 ⽉ 12 ⽉ 

797 1,718 1,634 2,477 1,835 1,947 1,781 2,086 2,837 3,032 

 

 
図 21  ⽉別訪問者数の推移を表したグラフ 
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■⽇別ヒット数
⽇別ヒット数の集計結果を表 11 に⽰す。また、⽇別ヒット数の推移を表したグ

ラフを図 22 に⽰す。

表 11  ⽇別ヒット数
ヒット数 セッション数 新規 リピーター 平均セッション時間 直帰率

81,127 27,807 18,240 9,567 3 分 31 秒 50.55％

図 22  ⽇別ヒット数の推移を表したグラフ

■⽇別訪問者数
⽇別訪問者数の推移を表したグラフを図 23 に⽰す。

図 23  ⽇別訪問者数の推移を表したグラフ 

- 40 -



 

 

 

■曜⽇別ヒット数 
曜⽇別ヒット数については、1 年を通して平⽇に多く、⼟⽇にやや少ない傾向が

⾒られた。そのため、⼀般の利⽤者より職場や学校等において業務で使⽤している
利⽤者が多いことが想定される。曜⽇別ヒット数を表したグラフを図 24 に⽰す。 

 

 
図 24  曜⽇別ヒット数を表したグラフ 

 
■時間帯別ヒット数 

時間帯別ヒット数については、⽇中(9 時〜17 時台)のヒット数が多く、深夜、早
朝(0 時〜7 時台)のヒット数は少ない傾向にあった。そのため、⽇本国内の職場や学
校等において業務で使⽤している利⽤者が多いことが想定される。時間帯別ヒット
数を表したグラフを図 25 に⽰す。 

 

 
図 25  時間帯別ヒット数を表したグラフ 
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■国別ヒット数 
国別ヒット数を表した表・グラフを図 26 に⽰す。国別ヒット数については、⽇

本からのものが約 9 割を占めており、⽉ごとで⾒ると⽇本以外では、中華⼈⺠共和
国、オランダ王国、アメリカ合衆国及び⼤韓⺠国からのアクセスが多いことを確認
した。アクセス元の国の数は合計で 60 か国であった。 

なお、3 位の「不明」とは、データの取得ができず国の判断ができないアクセス
のことを指す。 

 

 
図 26  国別ヒット数を表した表・グラフ 

 
■地域別ヒット数 

国内における地域別ヒット数を表した表・グラフを図 27  地域別ヒット数を表
した表・グラフに⽰す。国内における地域別のヒット数のうち、東京都、千葉県、
宮城県及び神奈川県については、⼀年を通して毎⽉のアクセスが上位となっていた。
また、毎⽉全都道府県からのアクセスがあることを確認した。 

 

 
図 27  地域別ヒット数を表した表・グラフ 
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（５） ウェブサイトの英語化 
ウェブサイト「⽇本の環境放射能と放射線」は令和 2 年度に⽇本語版の全⾯更改を⾏っ

た。全⾯更改された⽇本語版ウェブサイトでは、ウェブサイト上の「English」をクリック
することにより、英語翻訳されたウェブサイトを閲覧することができるようになった。 

しかしながら、この英語翻訳には Google の⾃動翻訳機能が使われており、必ずしも適
切に翻訳されているとはいえない状態であった。また、ウェブサイト中で使⽤している画
像については、⽇本語のまま表⽰されるという問題があった。 

そこで、⽇本語版ウェブサイトの「English」をクリックした後の英語版ウェブサイトに
ついて、⽇本語版ウェブサイトの内容を Google 等の⾃動翻訳機能を使⽤せずに英語翻訳
し、「環境放射能と放射線に関する総合サイト」としてふさわしい⽂章及び体裁に整えた
上で英語版ウェブサイトを作成した。英語版ウェブサイトを作成するために実施した内容
を以下に⽰す。 
 
①海外のウェブサイトに係る調査 

海外の公的研究機関等が開設する放射線関連のウェブサイトの現状について、以下の
とおり調査を実施した。 
 
１）EPA（United States Environmental Protection Agency） 

EPA では、放射線監視システム「RadNet」においてデータベースを管理し、⼤気、
降⽔及び飲料⽔の放射線監視結果を公開している。特に、140 基の空間放射線モニタ
によるガンマ線測定結果については、リアルタイム公開となっている。また、ウェブ
サイト（https://enviro.epa.gov/enviro/erams_query_v2.simple_query）からデータを
検索し、検索結果のレポートを出⼒することができる機能も⽤意されている。「RadN
et」にてリアルタイム公開している空間放射線モニタによるガンマ線測定結果のペー
ジを図 28 に、「RadNet」にて検索結果レポートを出⼒した時のページを図 29 に⽰
す。 
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図 28  「RadNet」にてリアルタイム公開している空間放射線モニタによる
ガンマ線測定結果のページ

図 29  「RadNet」にて検索結果レポートを出⼒した時のページ

- 44 -



 

 

 

２）NRC (United States Nuclear Regulatory Commission) 
NRC では、学⽣向けのウェブサイト（https://www.nrc.gov/reading-rm/basic-ref/

students.html）を開設し、原⼦⼒に関する⽤語解説を⾏っている。NRC が公開してい
るウェブサイトを図 30 に⽰す。 

 

 
図 30  NRC が公開しているウェブサイト 
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３）欧州委員会（European Commission） 
欧州委員会では、放射線モニタリングデータの共有システム「EURDEP（Europea

n Radiological Data Exchange Platform）」を管理し、ウェブサイト（https://rema
p.jrc.ec.europa.eu/Simple.aspx）において、空間放射線量率の測定データをリアルタイ
ムで公開している。欧州委員会が公開しているウェブサイトを図 31 に⽰す。 

 

 
図 31  欧州委員会が公開しているウェブサイト 
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４）BfS（Bundesamt für Strahlenschutz） 
BfS では、放射線に関する⽤語集のウェブサイト（https://www.bfs.de/DE/service

/glossar/glossar_node.html）を開設している。BfS が公開しているウェブサイトを図 
32 に⽰す。 

 

 
図 32  BfS が公開しているウェブサイト 
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５）IAEA 環境研究所（IAEA Environmental Laboratories in Monaco） 
IAEA 環境研究所では、海洋放射能データベース「MARIS（Marine Radioactivity I

nformation System）」を開発し、ウェブサイト（https://maris.iaea.org/explore）と
して公開している。このウェブサイトでは、海⽔、⽣物相、堆積物及び浮遊物質の放
射能測定結果を検索し、CSV ファイルとしてデータをダウンロードすることができる。
IAEA 環境研究所が公開しているウェブサイトを図 33 に⽰す。 

 

 
図 33  IAEA 環境研究所が公開しているウェブサイト 
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②調査結果 
①において、海外の公的研究機関等が開設する放射線関連のウェブサイトの現状を調

査した結果、研究機関の取り組みや研究内容を解説したウェブサイトは多く⾒られたが、
本事業で運⽤管理しているウェブサイトのような環境放射線データベースを中⼼とする
環境放射線に関する総合サイトは⾒当たらなかった。調査結果を表 12 に⽰す。 

 
表 12  海外のウェブサイトの調査結果 

No. 機関（またはウェブサイト） 

デ
ổ
タ
ベ
ổ
ス 

位
置
情
報
検
索 

グ
ラ
フ
・
表
作
成 

⽤
語
解
説 

空
間
放
射
線
量
率
の 

リ
ア
ル
タ
イ
ム
公
開 

１ EPA「RadNet」 ● × × × ● 
２ NRC × × × ● × 
３ 欧州委員会「EURDEP」 × × × × ● 
４ BfS × × × ● × 
５ IAEA 環境研究所「MARIS」 ● × × × × 

 ⽇本の環境放射能と放射線 ● ● ● ● △* 
* ウェブサイトでは、環境放射能⽔準調査により各都道府県に設置されたモニタリングポスト

における空間線量率の測定データを位置情報と共にリアルタイムで公開中。 
なお、原⼦⼒規制委員会のウェブサイト「放射線モニタリング情報共有・公表システム（ht
tps://www.erms.nsr.go.jp/nra-ramis-webg/）」では、⽇本国内のモニタリングポストの測定
データを公開中。 
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③英語版ウェブサイト作成の基本⽅針
①及び②の結果を踏まえ、英語版ウェブサイトを作成するにあたり、以下の基本⽅針

を設定して作業を実施した。
１）海外の利⽤者が閲覧しやすく、有⽤な情報提供が可能なウェブサイトを作成。
２）⽇本国⺠と同様に、在留外国⼈や海外からの旅⾏者に対しても「⽇本の環境放射能

と放射線」に関する広範囲で正確な情報を発信。
３）基本的に全ての項⽬について英語化を実施。（詳細を表 13 に⽰す。）

表 13  英語化する項⽬の⼀覧
項⽬ 英語化 備考

放射線データ
を活⽤する

現在地周辺の放射線 〇

全国の放射能濃度 〇

環境放射線データベース 〇

グラフを作成 〇

集計表を作成 〇

⾷品の放射能 〇

放射線に関する基礎知識を学ぶ 〇

ライブラリー 原⼦⼒艦放射能調査 〇

放射能測定法シリーズ 〇 英語版 PDF がないもの
は解説のみ記述

環境放射能調査報告 〇

アーカイブ 東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故
関連

〇

測定データで⾒る「過去の出来事」 〇

2000 年時点の世界の放射能濃度 〇

ラドン濃度調査 〇
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④英語版ウェブサイト作成時に実施した内容 
１）翻訳 

英語版ウェブサイトを作成するにあたって実施した翻訳作業の内容を以下に⽰す。 
 

(ⅰ) ⽇本語版ウェブサイトの各ページに記載された全ての内容を Word 形式のドキュ
メントに転記。 

(ⅱ) (ⅰ)にて作成したドキュメントの内容について、英語のネイティブによるチェッ
クを経た上で英語翻訳を実施。翻訳業務全般にわたり、翻訳サービスに係る国際
規格 ISO17100 に基づく品質管理を実施。 

(ⅲ) (ⅰ)及び(ⅱ)にて英語翻訳した⽂章について、⽇本分析センターのこれまでの実
績・経験により得た環境放射能に関する専⾨家としての知⾒を持って確認。必要
に応じて修正。 

 
２）英語版ウェブサイトの作成 

英語版ウェブサイトを作成するにあたって実施した内容を以下に⽰す。また、実際
に作成した英語版ウェブサイトの⼀例を図 34、図 35、図 36 及び図 37 に⽰す。 

 
(ⅰ) 翻訳した英語を⽤いて⽇本語版ウェブサイトの「English」をクリックした後に表

⽰される英語版ウェブサイトを作成。 
(ⅱ) ⽇本語版ウェブサイト中の画像、図表及びイラスト等で使⽤している⽇本語を英

語翻訳した上で同じ形式のファイルを作成してウェブサイトに掲載。 
(ⅲ) ⽇本語版ウェブサイト中の以下のページでは、データベースを⽤いて放射能調査

結果の公開を⾏っており、これまでのデータベースでは⽇本語のデータのみを収
録、管理していたため、データベースの調査を⾏った上で英語化したデータの公
開⽅法を検討。 
・環境放射線データベース 

（https://www.kankyo-hoshano.go.jp/data/database/） 
・⾷品の放射能 

（https://www.kankyo-hoshano.go.jp/data/food-related/） 
・東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故関連 

（https://www.kankyo-hoshano.go.jp/archive/fukushima/） 
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図 34  英語版ウェブサイトの⼀例（トップページ） 
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図 35  英語版ウェブサイトの⼀例（放射線データを活⽤する） 
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図 36  英語版ウェブサイトの⼀例（環境放射線データベース） 
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図 37  英語版ウェブサイトの⼀例（放射線に関する解説） 
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（６） 現⾏システムの不具合等に関する調査・改善提案等 
⽇本分析センターは、本事業において、環境放射線データベース管理システム（以下「管

理システム」という。）、データ公開⽤システム（以下「公開システム」という。）及び
モニタリングポストデータオンライン収集システム（以下「MP システム」という。）の
運⽤管理を実施している。この現⾏ 3 システムは、システムを新規に構築した時期がそれ
ぞれ異なり、更新時期がこれまで重なることがなかったため、それぞれ独⽴したシステム
として構成されている。 

そこで、この現⾏ 3 システムの更新時期を合わせることができた場合に、システムを統
合し、より最適なシステムとすることができるかどうか、以下のとおり調査・検討を⾏っ
た。 

 
①実施内容 

１）調査 
(ⅰ) 現⾏ 3 システムについて、機能設計書、詳細設計書、データベース設計書、⼿順

書及び打ち合わせ議事録等のドキュメントを確認し、ドキュメントの観点から詳
細な調査を実施。 

(ⅱ) システムのアプリケーション、ハードウェア及びソフトウェアの観点から、実際
のシステムがどのように構成され、どのように稼働しているのか、実際に稼働し
ているシステムを確認し、調査を実施。 

(ⅲ) ⽇本分析センターがこれまでに実施した都道府県担当者やシステム保守業者との
やりとり、システムに係る作業記録等を参考に、これまでのシステムの運⽤実績
を基にシステムの課題や問題点を抽出。 

 
２）分析・検討 
(ⅰ) １）の調査結果を分析し、現⾏ 3 システムを統合した場合の最適なシステムにつ

いて検討を実施。 
(ⅱ) 現在、世の中には様々なクラウドサービスが存在するため、それらの中から現⾏

3 システムを統合した時に使⽤するクラウドサービスについて、⽐較・分析を実
施。 

 
②調査結果 

１）データベースの構成について 
現⾏ 3 システムのデータベースについて、各々のシステムのデータベースで類似し

たテーブルを管理しているため、データの管理、連携及び業務遂⾏の観点で⾮常に労
⼒がかかっている。そのため、データベースにおけるテーブルのみではなく、データ
ベース⾃体の統合を検討した⽅が良い。 
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２）各システムの⼊⼒、編集及び集計等の業務について 
現⾏ 3 システムのそれぞれで⼊⼒、編集及び集計等の業務を⾏うためのソフトウェ

アが⽤意されており、それぞれ異なる U/I を採⽤していることから業務遂⾏の観点で
⾮常に労⼒がかかっている。そのため、システムにおけるソフトウェアの U/I を統⼀
することで業務効率化を図るべきである。 

 
３）システム構成について 

現⾏の MP システムは、⽇本分析センターの施設内にサーバ等機器を設置するオン
プレミスの構成を採⽤しており、機器管理のための空調設備や設置スペースが必要で
ある。そのため、システムの安定稼働や災害対策の観点から、可能な範囲でクラウド
サービスを利⽤した上でシステムを構築したほうが良い。 

 
４）システム間のデータ連携について 

現⾏ 3 システムは、管理システムと公開システム及び MP システムと公開システム
の間でデータ連携が⾏われている。MP システムと公開システムとの間で⼀部⾃動連
係されているものもあるが、その他については⼿動でのデータ連携が必要なシステム
構成となっている。管理システムを使⽤して実施するデータ⼊⼒作業においては、毎
年 12 ⽉〜3 ⽉の年度末が繁忙期となるが、その時期に管理システムと公開システム
のデータ連携を頻繁に⾏う必要があるにもかかわらず、⼿動でのデータ連携が必要と
なっていることから業務遂⾏の観点で⾮常に労⼒がかかっている。そのため、⾃動で
データ連携を⾏うようなシステム構成を採⽤し、業務効率化を実現した⽅が良い。 

 
５）都道府県担当者との連携を含めた運⽤保守について 

現⾏の MP システムでは、都道府県のシステムと連携していることから都道府県担
当者と密に連携しながら運⽤を実施している。しかしながら、MP システムに関連す
る機器や VPN 回線は各都道府県に設置されており、⽇本分析センターと物理的に距
離が離れていることから運⽤管理上の不便さがある。また、都道府県担当者の⼈事異
動が数年に⼀度の頻度で実施されるため、システムに関する情報が継承されないとい
った問題点がある。そのため、システムを正常かつ円滑に運⽤していくためには、都
道府県担当者までを考慮した柔軟に対応可能な運⽤保守体制を構築する必要がある。 

 
６）放射線モニタリング情報共有・公表システムのデータ連携について 

原⼦⼒規制庁が管理するサーバでは、これまで MP システムから送信した全てのデ
ータを受け付けていたが、放射線モニタリング情報共有・公表システムが 2021 年 7
⽉に運⽤が開始され、90 分前までのデータしか受け付けない仕様となってしまった。
その結果、MP システムからデータを送信しているにもかかわらず、放射線モニタリ
ング情報共有・公表システムでは公開されないデータが存在するようになってしまっ
た。さらに、MP システムにはデータが存在するが、放射線モニタリング情報共有・
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公表システムにはデータが存在しない状態が発⽣しており、MP システムと放射線モ
ニタリング情報共有・公表システム間のデータの整合性を監視する機能の構築を検討
する必要がある。

７）47 都道府県との接続について
現⾏の MP システムにおける 47 都道府県との VPN 接続には、NTTPC コミュニケ

ーションズ社が提供する「Master'sOne セキュア・インターネット VPN Light」を使
⽤している。本サービスを利⽤していることについて、機能⾯と費⽤⾯の観点から改
めて検討が必要である。基本的には 1 つの回線事業者が提供するサービスにて閉域網
を構築し、この閉域網に接続できるクラウドサービスを選定する必要がある。また、
回線については、冗⻑構成（光回線＋LTE 等）の検討が必要である。

８）進捗管理機能について
現⾏の管理システムで実施している「放射線監視結果等の収集管理」業務を円滑か

つ確実に実施するため、業務の進捗管理が⾏える機能を追加する必要がある。

③検討結果
１）システム構築環境について
(ⅰ) 検討内容

オンプレミスとクラウドサービスのどちらでシステム構築を実施するか。
(ⅱ) 現在

・管理システム：クラウドサービス（A 社）
・公開システム：クラウドサービス（B 社）
・MP システム：オンプレミス

(ⅲ) 検討結果
業務担当者が使⽤するクライアント PC とサーバとの通信において、トラフィック

が急激に増加するような業務を⾏っていないため、基本的には⼀つのクラウドサービ
ス環境を選定、利⽤してシステムを構築する⽅が、利便性とコストの両⾯でメリット
があると思われる。クラウドサービス環境を利⽤することで、サーバ等機器のハード
ウェア⾯でのライフサイクルを考慮する必要はなくなるが、OS やその他ソフトウェ
アのライフサイクルについては、引き続き⼗分に考慮する必要がある。

２）サーバ構成について
(ⅰ) 検討内容

サーバ構成についての⽅針
(ⅱ) 現在

・管理システム：3 台
・公開システム：5 台
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・MP システム：6 台 
(ⅲ) 検討結果 

システムの機能別にサーバの統廃合を実施することにより、サーバの台数とコスト
を最適化することができる。 

 
３）ネットワーク構成について 
(ⅰ) 検討内容 

ネットワーク構成についての⽅針 
(ⅱ) 現在 

・管理システム：⽇本分析センター ⇔ 閉域網 ⇔ A 社クラウド環境 
・公開システム：⽇本分析センター ⇔ インターネット VPN ⇔ B 社クラウド環境 
・MP システム：⽇本分析センター ⇔ 閉域網 ⇔ 47 都道府県 

⽇本分析センター ⇔ 閉域網 ⇔ 原⼦⼒規制庁 
(ⅲ) 検討結果 

複数の閉域網を使⽤していることから、運⽤管理とシングルポイント1の⾯を考慮し
て 1 つの閉域網に統合する必要がある。また、閉域網で使⽤する回線については、冗
⻑構成（光回線＋LTE 等）の検討も必要である。 

 
４）データベース構成について 
(ⅰ) 検討内容 

データベース構成についての⽅針 
(ⅱ) 現在 

現⾏ 3 システムのデータベース構成は、システム毎に 1 つずつデータベースが存在
し、運⽤管理している。 

(ⅲ) 検討結果 
システム毎に 1 つずつ計 3 つのデータベースを持っていることから、コストと運⽤

管理の⾯を考慮してデータベースを 1 つに統合する必要がある。また、それぞれのデ
ータベースで同じような情報を管理していることから、それらの情報を整理すること
でデータベースの運⽤管理業務の⼯数を削減することができる。 

 
５）セキュリティについて 
(ⅰ) 検討内容 

システムのセキュリティについての⽅針 
(ⅱ) 現在 

サーバのセキュリティ対策については、システム毎にエンドポイントセキュリティ
製品を導⼊し、運⽤している。また、ネットワークのセキュリティ対策については、

 
1 障害が発⽣した場合にシステム全体に影響をあたえるポイントのこと。 
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システム毎にファイアウォール（以下「F/W」という。）を導⼊し、運⽤している。
ウェブサイトのセキュリティ対策については、ウェブ・アプリケーション・ファイア
ウォール（以下「WAF」という。）とページ改竄を防⽌するソフトウェアを導⼊し、
運⽤している。 

(ⅲ) 検討結果 
サーバのセキュリティ対策については、現⾏ 3 システムと同様、エンドポイントセ

キュリティ製品を導⼊して運⽤することで対応する必要がある。また、ネットワーク
のセキュリティ対策については、クラウドサービス事業者を提供する F/W を⽤いた
上でセキュリティ対策を⾏う必要がある。ウェブサイトのセキュリティ対策について
は、現⾏の公開システムと同様、WAF とページ改竄を防⽌するソフトウェアを導⼊
し、運⽤する必要がある。 

 
６）災害復旧（Disaster Recovery（以下「DR」という。））について 
(ⅰ) 検討内容 

DR についての⽅針 
(ⅱ) 現在 

・管理システム：システム内の別領域にデータバックアップ 
・MP システム：システム内の別領域にデータバックアップ 
・公開システム：クラウドサービス環境の別リージョンにデータバックアップ 

(ⅲ) 検討 
基本的な DR 対策については、適切なクラウドサービスを選定することによって対

応することとなる。そのため、適切なクラウドサービスを選定することが重要である。 
なお、オンプレミス環境で構成しなければならないクライアント PC 等の機器につ

いては、適切なハードウェア保守の契約を締結することで対応する必要がある。 
 

④クラウドサービス検討結果 
クラウドサービスについて、政府は「政府情報システムのためのセキュリティ評価制

度（ISMAP）」（以下「ISMAP」という。）を公開するなどして、クラウドサービスの
導⼊を進めている。クラウドサービスを導⼊するシステムベンダは、⾃社が得意とする
クラウドサービスを選定する傾向が強く、その結果、プラットフォームとして最適なク
ラウドサービスが選定されないケースが散⾒される。 

そこで、現⾏ 3 システムを統合した場合に最適なクラウドサービスを選定できるよう
にするべく、利⽤が想定される以下のクラウドサービスについて、コンピュートサービ
ス、ストレージサービス、データベースサービス及びネットワークサービスの観点から
分析を⾏い、コストも含めた形で検討を⾏った。 

・Oracle Cloud Infrastructure（以下「OCI」という。） 
・IIJ GIO インフラストラクチャ P2（以下「IIJ GIO P2」という。） 
・Amazon Web Services（以下「AWS」という。） 
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１）コンピュートサービスについて 
CPU、メモリ及び OS ライセンスの組み合わせによって提供されるコンピュートサ

ービスについて検討を⾏った。クラウドサービス毎のコンピュートサービスの⼀覧を
表 14 に⽰す。 

 
表 14  クラウドサービス毎のコンピュートサービス 

No 
クラウドサービス
の名称 

コンピュートサービス
の名称 

CPU の 
表記 

Core 換算 

1 OCI OCI Compute OCPU 1Core 相当 

2 IIJ GIO P2 仮想サーバ vCore ⾮公開のため 
0.5Core 相当と仮定 

3 AWS Amazon EC2 vCPU 0.5Core 相当 

 
(ⅰ) 選択⽅法 

クラウドサービス毎のコンピュートサービスの選択⽅法は以下のとおりであった。 
・OCI ： OCPU とメモリを柔軟に選択することが可能 
・IIJ GIO P2 ： vCore とメモリがタイプ別に決められており、その中から選択 
・AWS ： vCPU とメモリがタイプ別に決められており、その中から選択 

 
(ⅱ) コア数とメモリ数の提供⾦額の⽐較 

CPU（Intel）：2Core、メモリ：16Gbyte、OS：Linux における⼀⽉当たりの利⽤
料を⽐較した結果を表 15 に⽰す。 

 
表 15  ⼀⽉当たりのコンピュートサービス利⽤料を⽐較した結果 
OCI 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 OCPU 3.00 円/時間 2 6.00 円  

2 メモリ 0.18 円/時間 16 2.88 円  

 合計（時間） - - 8.88 円  

 合計（⽉額） - - 6,482 円 1 ⽉＝730 時間想定 

IIJ GIO P2 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 VB8-24 38,800 円/⽉ 1 38,800 円 ⽐較のために他のク
ラウドサービスと同

- 61 -



 

 

 

程度のものを想定 

2 OS 利⽤料 7,000 円/⽉ 1 7,000 円  

 合計（⽉額）   45,800 円  

AWS 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 m6i.xlarge 0.192USD/時間 1 0.192USD 1USD＝120 円想定 

 合計（時間） - - 23 円  

 合計（⽉額） - - 16,790 円 1 ⽉＝730 時間想定 

 
２）ストレージサービス 

ストレージサービスについては、その役割ごとにいくつかの種類が存在するが、こ
こでは、コンピュートサービスにアタッチして利⽤するブロックストレージサービ
スの検討を⾏った。また、バックアップファイルの保存先として利⽤するオブジェク
トストレージサービスについても併せて検討を実施した。クラウドサービス毎のス
トレージサービスの⼀覧を表 16 に⽰す。 

 
表 16  クラウドサービス毎のストレージサービス 

No 
クラウドサービス
の名称 

ブロックストレージサービス
の名称 

オブジェクトストレージサー
ビスの名称 

1 OCI OCI Block Volumes OCI Object Storage 

2 IIJ GIO P2 ストレージ NFS ボリューム 

3 AWS Amazon EBS AWS Backup 

 
(ⅰ) 選択⽅法 

クラウドサービス毎のストレージサービスの選択⽅法は以下のとおりであった。 
■ブロックストレージサービス 
・OCI ： 1Gbyte 単位で選択可能 
・IIJ GIO P2 ： メニューが決められており、その中から選択 
・AWS ： 1Gbyte 単位で選択可能 
■オブジェクトストレージサービス 
・OCI ： 1Gbyte 単位で選択可能 
・IIJ GIO P2 ： 100Gbyte 単位で選択可能 
・AWS ： 1Gbyte 単位で選択可能 
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(ⅱ) ストレージサービスの提供⾦額の⽐較 
ブロックストレージサービスについて、ディスク容量：500Gbyte、性能：ベストエ

フォートにおける⼀⽉あたりの利⽤料を⽐較した結果を表 17 に⽰す。また、オブジ
ェクトストレージサービスについて、ディスク容量：8000Gbyte、性能：ベストエフ
ォートにおける⼀⽉あたりの利⽤料を⽐較した結果を表 18 に⽰す。 

 
表 17  ブロックストレージサービスの提供⾦額の⽐較 
OCI 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 Balance 5.1 円/1Gbyte 500 2,550 円 ⽉額 

IIJ GIO P2 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 BX500GB 6,500 円 1 6,500 円 ⽉額 

AWS 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 Amazon EBS（gp3） 0.096USD/1Gbyte 500 48USD  

 ⽉額 - - 5,760 円 1USD＝120 円
想定 

 
表 18  オブジェクトストレージサービスの提供⾦額の⽐較 
OCI 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 Object Storage 3.06 円/1Gbyte 8000 24,480 円 ⽉額 

IIJ GIO P2 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 NFS ボ リ ュ ー ム 
PR 

3,000 円/200Gbyte 40 120,000 円 ⽉額 

AWS 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 AWS Backup 0.05USD/1Gbyte 8000 200USD  

 ⽉額 - - 24,000 円 1USD ＝ 120
円想定 
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３）データベースサービス
冗⻑構成の Oracle データベースサービスについて検討を⾏った。クラウドサービ

ス毎のデータベースサービスの⼀覧を表 19 に⽰す。

表 19  クラウドサービス毎のデータベースサービス

N
o

クラウドサービス
の名称

データベースサービスの名称 データベースの冗⻑化⽅法

1 OCI OCI-Database VM Oracle のソフトウェアによる
冗⻑化

2 IIJ GIO P2 IIJ マネージドデータベース
サービス/Oracle

データベースサービスとして
冗⻑化

3
AWS Amazon RDS for Oracle（M

ulti-AZ）
データベースサービスとして
冗⻑化

(ⅰ) 選択⽅法
クラウドサービス毎のデータベースサービスの選択⽅法は以下のとおりであった。 
・OCI ： 1OCPU 単位で選択可能
・IIJ GIO P2 ： メニューが決められており、その中から選択
・AWS ： メニューが決められており、その中から選択

(ⅱ) データベースサービスの提供⾦額の⽐較
同⼀条件での⽐較が困難なため、前提条件として CPU（Intel）：4Core、メモリ：

64Gbyte、ディスク容量：1500Gbyte を設定した。クラウドサービス毎で選択した内
容を表 20 に⽰す。また、データベースサービスの⼀⽉あたりの利⽤料を⽐較した結
果を表 21 に⽰す。

表 20  クラウドサービス毎で選択したデータベースサービス

No
クラウドサービス
の名称

CPU
（Intel）

メモリ ディスク容量 備考

1 OCI 4Core 60Gbyte 2048Gbyte Oracle ライセンス
込み。

2 IIJ GIO P2 20Core 256Gbyte 4000Gbyte 前提条件に合うも
のがないため、最
も近いメニューを
選定。
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3 
AWS 4Core 64Gbyte 1500Gbyte Oracle ライセンス

込み。 
 
表 21  データベースサービスの提供⾦額の⽐較 
OCI 
No 名称 単価 必要数 合計 備考 
1 OCI Database V

M Enterprise E
dition Extreme 
Performance（Lic
ense Include） 

117,749 円 4 470,996 
円 

⽉額、Oracle ライセンス込 
（Oracle Enterprise Editi
on 相当の機能と各種オプ
ションが利⽤可能） 

2 OCI Block Volu
mes 

5.1 円 
/1Gbyte 

2,856 14,565 
円 

⽉額、利⽤可能ディスク容
量：2048GByte 

 合計 - - 485,561 
円 

⽉額 

IIJ GIO P2 
No 名称 単価 必要数 合計 備考 
1 OD-D20-256/SE

/ライセンス持込
あり/ホットスタ
ンバイ 

512,000 
円 

1 512,000 
円 

⽉額、Oracle ライセンスな
し 

AWS 
No 名称 単価 必要数 合計 備考 
1 Amazon RDS fo

r Oracle(Multi-
AZ) 

3,247 
USD 

1 3,247 
USD 

⽉額、Oracle ライセンス込 
（Oracle ライセンスは「S
tandard Edition 2」） 

2 Amazon EBS（gp
2） 

0.276USD 
/1Gbyte 

1500 414 
USD 

⽉額 

 合計 - - 3,661 
USD 

⽉額 

 ⽉額 - - 439,320 
円 

1USD＝120 円想定 
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４）ネットワークサービス 
閉域網と接続するネットワークサービスについて検討を⾏った。クラウドサービ

ス毎のネットワークサービスの⼀覧を表 22 に⽰す。 
 

表 22  クラウドサービス毎のネットワークサービス 
N
o 

クラウドサービス
の名称 

閉域網ネットワークサービス
の名称 

備考 

1 OCI FastConnect  

2 IIJ GIO P2 IIJ プライベートアクセスサ
ービス 

IIJ のデータセンタ内にラック
を契約し、データセンタ経由で
IIJ GIO P2 に接続 

3 AWS Direct Connect  

 
(ⅰ) ネットワークサービスの提供⾦額の⽐較 

クラウド側の帯域：1Gbps、ネットワーク構成：冗⻑構成における⼀⽉あたりの利
⽤料を⽐較した結果を表 23 に⽰す。 

 
表 23  ネットワークサービスの提供⾦額の⽐較 
OCI 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 FastConnect 18,615 円 2 37,230 円 ⽉額 

IIJ GIO P2 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 IIJ プライベート
アクセスサービ
ス 

不明 - 不明 個別⾒積となるため、試算
不可。データセンタ内のラ
ックの費⽤も負担しなく
てはならない。 

AWS 

No 名称 単価 必要数 合計 備考 

1 Direct Connect 206USD 2 412USD ⽉額 

 ⽉額 - - 49,440 円 1USD＝120 円想定 
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⑤概算費⽤ 
これまでの検討結果を基に算出した OCI、IIJ GIO P2 及び AWS のそれぞれの利⽤料

の概算⾦額を以下に⽰す。 
なお、この概算⾦額は、2022 年 3 ⽉時点での⾦額となる。 

・OCI ： ⽉額 約  900,000 円（税抜き） 
・IIJ GIO P2 ： ⽉額 約 1,600,000 円（税抜き） 
・AWS ： ⽉額 約 1,000,000 円（税抜き） 

 
⑥まとめ 

現⾏ 3 システムについて、システム構築環境、サーバ、ネットワーク及びデータベー
スの整理・統合を⾏うことにより、システム構成については最適化できることを確認し
た。現⾏ 3 システムを統合した場合のシステム構成イメージを図 38 に⽰す。 
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